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平成 26 年度決算に基づく健全化判断比率審査意見書 

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律(平成 19 年法律第 94 号)

第 3 条第 1 項及び第 2 項の規定により、平成 26 年度決算に基づく東京

都板橋区健全化判断比率について審査した結果､次のとおり意見を付

します。 

 

 

平成 27 年 8 月 31 日 

 

 

板橋区監査委員  菊 地 裕 之 

同        川 口 志 朗 

同        石 井 勉 

同        い わ い 桐 子 
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第１ 審 査 の 対 象 

 

１ 平成 26 年度 東京都板橋区健全化判断比率 

(1) 実質赤字比率 

(2) 連結実質赤字比率 

(3) 実質公債費比率 

(4) 将来負担比率 

２ 平成 26 年度 東京都板橋区健全化判断比率算定様式 

 

第２ 審 査 の 期 間 

 

平成 27 年 8 月 5 日から平成 27 年 8 月 31 日まで 

 

第３ 審 査 の 方 法 

 

１ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律（以下「法」という。）第 3 条第

1 項の規定に基づき、区長から提出された上記の健全化判断比率の計算が正確

であるか、算定の基礎となる健全化判断比率算定様式に記載された計数等に誤

りがないかを主眼に審査を実施した。 

２ 健全化判断比率及び健全化判断比率算定様式の各数値の検証にあたっては、

関係部課からの聴取をするとともに、その基となる関係資料の提出を求め、照

合審査した。 

 

第４ 審 査 の 結 果 

 

１ 健全化判断比率及び健全化判断比率算定様式に記載した数値は、各会計歳入

歳出決算書等決算数値、諸資料、諸帳簿と照合審査した結果、適切な算定数値

が用いられ、その算出過程は正確であり、誤りのないものと認められた。 

２ 実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率の各比

率は、法に照らし、いずれも適正なものと認められた。 



- 2 - 

第５ 総 括 

 

１ 健全化判断比率 

(単位 : ％) 

区 分 
板 橋 区 早期健全化

基 準 

財政再生

基 準 比 率 (算出比率) 

実 質 赤 字 比 率 ― (△ 4.02) 11.25 20.00 

連結実質赤字比率 ― (△ 6.33) 16.25 30.00 

実 質 公 債 費 比 率 △3.2 (△ 3.2) 25.0 35.0 

将 来 負 担 比 率 ― (△84.2) 350.0  

※１ 比率の「－」は、当該比率が生じていないことを示している。 

※２ (算出比率)は、既定の数式により算出した参考数値である。 

 

(1) 実質赤字比率 

平成 26 年度の一般会計等の実質収支は黒字であり、法に定める実質赤字比

率は生じていない。 

なお、早期健全化基準は 11.25％である。 

(2) 連結実質赤字比率 

平成 26 年度の一般会計等と特別会計を合計した実質収支は黒字であり、法

に定める連結実質赤字比率は生じていない。 

なお、早期健全化基準は 16.25％である。 

(3) 実質公債費比率 

平成 26 年度の実質公債費比率は△3.2％となっており、早期健全化基準の

25.0％を下回っている。 

(4) 将来負担比率 

平成 26 年度の将来負担比率は、将来負担額よりも充当可能財源が上回り、

法に定める将来負担比率は生じていない。 

なお、早期健全化基準は 350.0％である。 

 

２ 意 見 

平成 26 年度における東京都板橋区健全化判断比率の各指標は、いずれも早期

健全化基準を下回っており、法に照らし、適正なものと認められる。 

今後も、行財政改革を着実に遂行し、より強固で健全な財政基盤の確立に努

められたい。 
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 参 考  

１ 実質赤字比率 

実質赤字比率とは、一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規模に対す

る比率をいう。 

一般会計等とは、一般会計及び公営事業会計に属する特別会計以外の特別会

計を指し、板橋区では一般会計のみが対象となる。 

 

   （単位：千円） 

一般会計等の実質赤字額 △4,704,560  
×100＝実質赤字比率 △4.02％ 

⇒「―」で表示 ※ 標 準 財 政 規 模 116,813,342 

   

 

※ 標準財政規模とは、自治体が標準的な状態のとき、通常収入されるであろ

う経常的一般財源の規模を示すものである。標準財政規模の数値には、臨時財

政対策債発行可能額を含んでいる。 

 

２ 連結実質赤字比率 

連結実質赤字比率とは、全会計を対象とした実質赤字の標準財政規模に対す

る比率をいう。 

板橋区では一般会計に加えて国民健康保険事業特別会計、介護保険事業特別

会計及び後期高齢者医療事業特別会計が対象となる。 

 

   （単位：千円） 

連 結 実 質 赤 字 額 △7,403,724  
×100＝連結実質赤字比率 △6.33％ 

⇒「―」で表示 標 準 財 政 規 模 116,813,342 

   

 

３ 実質公債費比率 

実質公債費比率とは、一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標

準財政規模に対する比率をいい、過去 3 か年の平均で算出する。 

 

 平成 24 年度 △2.40613％ 

⇒ 
24～26 年度の 3 か年平均  

△3.2％ 
 平成 25 年度 △3.22621％ 

 平成 26 年度 △4.14141％ 

 

※ 準元利償還金とは、板橋区では、満期一括償還債の１年あたりの元利償還

金相当額、一部事務組合の地方債の償還財源に充てるための負担金及び債務負

担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものが対象となる。  
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平成 24 年度 

        
 

（単位：千円） 

 
地 方 債 の 
元利償還金  (準元利償還金 )  (特定財源 ) 

 元利償還金・準元利 
償還金に係る基準 
財政需要額算入額 

 

(実質公債費比率 ) 

 6,096,576 ＋ 773,577 － 0 － 9,342,920 
× 100＝△2.40613％ 

 標準財政規模   元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額  

 112,112,596 － 9,342,920 
 

 

 

平成 25 年度 

        
 

（単位：千円） 

 
地 方 債 の 
元利償還金  (準元利償還金 )  (特定財源 ) 

 元利償還金・準元利 
償還金に係る基準 
財政需要額算入額 

 

(実質公債費比率 ) 

 5,675,575 ＋ 621,713 － 0 － 9,575,361 
× 100＝△3.22621％ 

 標準財政規模   元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額  

 111,183,036 － 9,575,361 
  

 

平成 26 年度 

        
 

（単位：千円） 

 
地 方 債 の 
元利償還金  (準元利償還金 )  (特定財源 ) 

 元利償還金・準元利 
償還金に係る基準 
財政需要額算入額 

 

(実質公債費比率 ) 

 4,661,253 ＋ 610,486 － 0 － 9,707,432 
× 100＝△4.14141％ 

 標準財政規模   元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額  

 116,813,342 － 9,707,432 
 

 

 

 

４ 将来負担比率 

将来負担比率とは、一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規

模に対する比率をいう。 

 

        
 

（単位：千円） 

 
(将来負担額 ) 

 

充 当 可 能 
基 金 額  

 

特定財源 
見 込 額  

 地方債現在高に係る 
基 準 財 政 需 要 額 
算 入 見 込 額 

 

(将来負担比率 ) 

 71,280,596 － (40,813,086 ＋ 4,194,323 ＋ 116,490,385   ) 
× 

100＝△84.2 

⇒ 「 ― 」 

で表示  

 標準財政規模   元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額  

 116,813,342 － 9,707,432 
 

 


